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平成２１年度未遂者支援事業の概要
【未遂者支援事業の目的】
　これまでの先行研究により、自殺企図の既往は、自殺の重大な危険因子であると考えられ
ている。自殺のハイリスク者である自殺未遂者が、自殺企図を繰り返さないように支援を行

うことは、自殺対策として取り組むべき重要な課題である。

　都においては、平成１９年度に「救急医療機関における自殺企図患者等に関する調査」を　

実施し、救急医療機関の状況について把握した。この結果を踏まえ、平成２１年１１月から　

未遂者支援事業を開始し、救急医療機関を受診した自殺未遂者を、退院後の地域の精神科医

療機関での継続的な治療や、福祉保健サービス等へ確実につなぐためのノウハウをまとめる

こととした。今回、救急医療機関における自殺未遂者の状況について現状を把握し、課題の

抽出を行った。　
【実施方法】
　　未遂者支援事業について、高度救命救急センターにおいて精神科コンサルテーション・リ
　エゾンサービスの先進的な取組を行っている、日本医科大学付属病院に事業を委託し、平成　

　２１年度は、同病院における自殺未遂者支援の状況と、未遂者支援における課題と取組の方
　向性についてまとめた。

【日本医科大学付属病院高度救命救急センターにおける自殺未遂者支援の状況】
１　精神科コンサルテーション・リエゾンサービス（以下、ＣＬＳ）について

　○　救命救急センターにおけるＣＬＳでは、救命医による身体的治療と併行し、精神医学的
　　評価や患者本人とその家族の心理的アセスメント、退院後の環境調整等を実施

　○　ＣＬＳチームの一員として、臨床心理士・精神保健福祉士各１名が加わり、ＣＬＳ担当
　　医の補助を実施
　○　臨床心理士・精神保健福祉士は、自殺関連行動により入院した患者・家族に対し、精神
　　医学的診断や治療方針の検討に必要な情報の収集や、心理的アセスメントのフィードバッ
　　ク、社会資源の活用状況や社会機能の評価、退院や転院の方向付け等について、ＣＬＳ担

　　医や他の精神科医、救命救急センタースタッフと共に検討する役割を担う
　○　自殺企図患者が高度救命救急センターに搬送された後、精神科介入までの流れ
２　対象と方法
　平成18年1月から平成21年12月までの48ヶ月間に日本医科大学付属病院高度救命救急
センターに入院した全患者7644名のうち、自殺企図と判断され入院時に精神科コンサルテ
ーション・リエゾンサービスを開始した392名（男性155名、女性237名）について、カル
テ記載内容から後方視的に精神医学的診断や心理社会的背景を分析　
３　結果　

（１）自殺未遂者数、自殺既遂者数、自傷行為者数（非自殺念慮）の年次推移　　　　　　　

　　平成18年から平成21年までの4年間の年次推移

　　○　平成18年から平成19年にかけて自殺未遂者数が自傷行為者数を上回り、以降は、年
　　　間自殺未遂者数100名以上

　　○　１カ月の平均自殺未遂者数も平成19年以降は8～9名で横ばいの状態

（２）自殺未遂者の年齢・職種・同居者

　　○　自殺未遂者392名の平均年齢は39.3歳
　　　　最少年齢は13歳　最高年齢93歳

　　　　男性の平均年齢は43.2歳　女性の平均年齢は36.7歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　○　職種等の情報収集が可能だった148名のうち

　　　　　正規・契約社員32％、パート・アルバイト11％、学生４％、無職53％　　

　　○　同居者に関する情報収集が可能だった148名のうち

　　　　　家族と同居61％、友人等と同居５％、独居33％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）精神科診断分類（DSM-Ⅳ-TR）
　　自殺未遂者392名中、気分障害が最も多く、次いで適応障害、統合失調症
（４）自殺企図手段　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①　全自殺未遂者及び男女別の自殺企図手段
　　○　全体では過量服薬が最も多く249名（51%）

　　　　　女性では過量服薬が178名（75%）　

　　　　　男性では過量服薬71名（46%）に次ぎ切創38名（25%）

　　②　精神疾患別自殺企図手段

　　　○　全ての精神疾患において、過量服薬が最も多い自殺企図手段

　　　○　統合失調症では飛び降り（25%）、気分障害では切創（14%）と飛び降り（13%）

　　　　適応障害では飛び降り（10%）と切創（9%）が比較的高い割合　　　　　　　
（５）既往歴と自傷行為歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①　精神科・心療内科通院歴
　　　　　通院歴がある者は242名（62%）、未治療者は131名（33%）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　②　過去の自傷行為歴
　　　　　情報収集可能な118名を対象―自傷行為歴がある者63名（53％）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　手段は過量服薬や毒物服用47％、リストカット41％、飛び降り６％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（６）救命救急センター在院期間及び精神科介入期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①　全自殺未遂者の救命救急センター在院期間及び精神科介入期間

　　　平均在院期間は8.2日　平均精神科介入期間は6.4日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　②　自殺企図手段別救命救急センター在院期間及び精神科介入期間

　　　○　飛び降りの平均在院期間が28.1日と最も長期

　　　○　最も多い自殺企図手段である過量服薬者（毒物服用含）の平均在院日数は3.6

　　　　日、平均精神科介入期間は2.1日と短期間入院

　　③　精神疾患別救命救急センター在院期間及び精神科介入期間

　　○　適応障害の平均精神科介入期間が4.1日と最短

（７）救命救急センターからの退院後または転室後の転帰　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①　自殺企図手段と転帰との関連

　　　○　過量服薬や毒物服用―自宅退院か精神科病棟への転棟、転院が多い

　　　○　飛び降り等身体合併症を伴う手段―内科・外科病棟への転棟、転院が多い
　　②　精神疾患と転帰との関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　○　外部の内科・外科病院への転院および自宅退院

　　　　　統合失調症の割合が低く、適応障害の割合が高い　　　　　　　　　　　　
（８）再自殺企図にて当院搬送となった再自殺未遂者の傾向

　○　４年間で再自殺企図にて当院へ搬送され再入院となった者は９名（男性３、女性６）　

　○　手段は過量服薬が最も多く、５名が前回と同様の手段

（９）自殺未遂者の地域特性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　○　病院所在地の文京区居住者は39名、全体の約1割程度

　○　足立区、荒川区、台東区からの搬送が多い―足立区は81名で文京区の2倍以上

　○　23区外や他県からの搬送では埼玉県が比較的多い(19名)
　○　全自殺未遂者の生保受給者数は69名―保護受給率は全自殺未遂者の17.6%　　　　　　　　　　　　　　　
４　考察

（１）自殺未遂者数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　○　当院救命救急センター搬送者の約１割が自殺関連行動による搬送

　　○　平成18年から平成19年にかけ自殺未遂者数が自傷行為者数を上回った

　　　→ＣＬＳの体制整備により、自殺念慮が適切に把握できるようになったため　　　　　　　　　

（２）年齢と属性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　○　女性は若年層に集中→自殺未遂者は若年女性に多いという先行研究と合致
　　○　当院の自殺未遂者の保護率は都の平均保護率の１０倍以上

（３）精神科診断と自殺企図手段　　

　　○　重複診断が多かった理由→短期間での診断確定の困難さ

　　○　統合失調症では自殺企図に致死性の高い手段
　　　→精神疾患別の手段の違いには、自殺企図の計画性や致死性の判断能力、現実検討力と
　　　の関連が推測される

（４）高度救命救急センターにおける精神科介入期間とその後の転帰

　　○　自殺未遂者支援では精神疾患への治療だけでなく各個人の生活スタイルや社会的役割
　　　等にも焦点を当てた関わりが必要

　　○　精神科介入は本人だけでなく家族・キーパーソンにも行う必要

　　　→“孤独の病”･･･周囲の協力を得て治療や支援を進めることが重要

　　　　関わりに疲弊していたり、関わり方が分からず困惑している家族も少なくない

　　　→家族・キーパーソンに対しても短期間で分かりやすく本人の状態像、ストレス因子、
　　　　自殺企図に至った心理的過程への理解を促すことが大切

５　症例報告

（１）学校の担任やスクールカウンセラーとの連携により環境調整が円滑に行えた症例

　　問題点と課題

　　○　家族システムへの介入、本人の身体後遺症への受容には長い時間を要する

　　　→退院後の継続介入

　　　　支援を医療機関だけで行うのは現実的に不可能　各関係機関との連携必要

（２）経済的問題を抱えて自殺企図を繰り返した中年男性症例

　　問題点と課題

　　○　前回自殺企図時の退院の際に紹介された多重債務相談窓口を利用できなかった点、前
　　　回入院時に適切な精神医学的評価と治療がなされなかった点が問題

　　○　本人の理解と医療者の認識の間に乖離が生じる場合がある

　　　→相談窓口の情報提供をする場合、本人が十分理解し実際に活用していけるようマネジ
　　　　メントが必要

６　今後の課題

　○　患者本人の精神状態や理解度、現実検討力、ストレス因子に合わせた疾病の理解のため

　　の教育や自殺予防心理教育の開発が必要

　○　退院後の自殺未遂者に対し、地域の関係機関と連携を図り、継続して介入を進めること
　　が重要

　　→患者によっては医療機関での治療だけでなく、生活スタイルの改善や社会的役割の取得、
　　　生きる目標の再考を目指した長期的な複合的アプローチが必要
＜方向性＞

（１）心理教育の充実化

（２）各精神疾患やストレス因子に合わせた退院後のアウトリーチ

7　まとめ

　○　限られた入院期間の中で、自殺未遂者やその家族と関係を築き、適切で効果的な支援を
　　行うことが課題　

　○　身体合併症を伴う患者へは精神科治療と併行して身体的治療・リハビリテーションを確
　　保するためのケースマネジメントが必要

　○　支援の質の向上には、心理教育の充実、各精神疾患・ストレス因子別のガイドラインが
　　必要

　○　救命救急センターでの自殺未遂者支援においては、多科・多職種・多機関の相互連携が
　　重要
　　→コミュニティ全体をつなぎながら患者の治療環境の活性化を図る必要

【平成２１年度のまとめと今後に向けて】
　今回、事業委託先の救急医療機関における自殺未遂者の状況について現状を把握し、支援における課題を抽出した。今後は、抽出した課題を踏まえ、入院中の心理教育の充実のための教材やツールの作成、ケースワークを通じて退院後のケアのあり方や関係機関の連携方策等の検討を行う等、都における未遂者支援事業の取組を進めていく予定である。
